
別記
第 1号様式 (第11条、第13条、第14条関係) |ク十

変 更)事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書

〈法人にあつては、名称及

京都通運株式会社 取締役社長 高 田

( 0

0 75  -

京都市下京区大宮通七条下る上之町438

符足軍菜看の
主たる業種

運送業、倉庫業

該当する事業
者要件

母 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換
算して1,500キロリットル以上))

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又
はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事
業者 (二酸化炭素に換算して3,000トン以上))

韓

恥

計 画 期 間 平成 1 8 年 4 月 平成 2 0年 3 月

基 本 方 針 IS014001認 証取得を目指して活動中である。「取組及び措置計画Jは、これの「目標J数値としている。

推 進 体 制 ISO環 境管理組織を主体として推進する。

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

、工 i

1 8
～ 1 9

事業部門
使用エネルギー量を、基準年度対比で、平成 19年度までに50/O以上の肖」滅を目
指す。

1 8
～ 1 9

輸送車両部門

業務遂行上、燃料使用量の削減は困難なため燃料消費率を、平成19年度までに
基準年度(平成17年度)対比で、5%以 上の向上を目指す。
<燃 料消費率>平成17年度実績:323輸/2、平成19年度目標:3 40rm/2
<燃 料消費量>走 行距離を、平成17年度実績(5,192,865kll)と同じと仮定した場
合の、平成19年度の燃料消費量見込み:1,5273迎

温室効果ガス

の排出量等 排出区分

基準年度 (実績)

(17)年 度
く二酸化炭乗換算 (t))'(

目標年度 (計画)

(19)年 度
く二酸化炭素換算 (t〕)

削減率

(計画)

(%)

A事 業所等排出区分 661 436 t 628 497 , -50 C/6

B輸 送車両排出区分 4,208 595 t 4,000 365 t -49 %

Cそ の他排出区分 t t
4/p

排出合計 ■1            4,870 031 t Ⅲ2          41628 862 t -50 %

その他の地球
温暖化対策に

よる温室効果
ガスの肖」減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

/

取組量等 (二酸化炭素換算 〈t))

森林の保全及び整備 く整備面積) Ｌ
Ｉｌ 〈吸収量) t

府内産の木材の利用 (利用量) n' 〈削減■) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(友電曇) kwh 〈肖Ⅲ滋工) |

(熱供給重) CJ (肖J滅畳) t

グリーン電力の購入 (藤八童) kwh (削減遺) t

削減量等合計 t

差引排出量

〈排出合計一削減等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)
キ1            4,870 031 t 【'2)X,3)      4,628 862 t 50%

特 記 事 項 当社の主力商品である鉄道コンテナ輸送へのモーグルシフトを積極的に提案している。
輸送車両の代番えに際しては、可能な限り環境配慮型エンジン搭載車両の導入を図つている。
エコドライブの励行を推進している。
グリーン購入法適合商品、エコマーク商品などの環境に配慮された商品の購入を拡大している。

担 当  部   暑

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 香 号

フ ァ ク シ ミ ツ番 号

注 l骸 当するElには、レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参加される事業者の方は、レ印の記入は不要です。

2 r基 準年度Jと は計画期間の前年度を、 「目僚年度」とは計画期間の最終年度をいいます。

3「 車業所等排出区分Jと は、京都府内の専業所年の事業活動のためのエネルイ
ーの使用に伴い発生する温ヨ効果″スを、 「輸送車両排出区分Jと

は、自動車運送喜業者については使用の本紅の位臣を京都府内とする車両のJF出する遠宮効果〃スを 鉄 道事業者については保有する貨物車両又は
旅客車両の排出する還豊効果ノスを、 「そのlL排出区分Jと は、上紀以外の京都市内における事業所年の子終活動に伴い発生する温室効果ノスをい
いまれ
4 r特 紀壕項Jに は、平成2年度 (1990年 度)を 基準とした排出量の対比やエネルギー源判立CO排 出畳、省エネ製品開発など他者の温豊効果
ノスリF出削減への賃融、グツーン調達の採用、特定フコンなどの条桝指定外の温室効果〃スの削減などを記入してください。


